
第２期「総合戦略」 ＜第２期「総合戦略」の政策体系＞

○働きやすい魅力的な就業環境と担い手の確保

○地域の実情に応じた取組の推進

３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

○結婚・出産・子育てしやすい環境の整備

◆ 第１子出産前後の女性継続就業率、70％（2025年） 等

○結婚・出産・子育ての支援
○仕事と子育ての両立

２ 地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる

○関係人口の創出・拡大
○地方への資金の流れの創出・拡大

○地方移住の推進
○若者の修学・就業による地方への定着の推進

基本目標

○地域資源・産業を活かした地域の競争力強化
○専門人材の確保・育成

主な施策の方向性

１ 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする
目指すべき将来

○安心して働ける環境の実現
◆ 若い世代（15～34歳）の正規雇用労働者等の割合

全ての世代と同水準を維持 等

○地域の特性に応じた、生産性が高く、
稼ぐ地域の実現

◆ 地方における若者を含めた就業者増加数
100万人 （2019年～2024年）

４ ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる

○活力を生み、安心な生活を実現する環境の確保

◆ 市町村域内人口に対して、居住誘導区域内の人口の占める
割合が増加している市町村数、評価対象都市の2/3

等
○安心して暮らすことができるまちづくり

○質の高い暮らしのためのまちの機能の充実
○地域資源を活かした個性あふれる地域の形成

将来にわたって
「活力ある地域社会」

の実現

結婚・出産・子育て
の希望をかなえる
◆ 結婚、妊娠、子供・子

育てに温かい社会の実
現に向かっていると考
える人の割合、50％

魅力を育み、
ひとが集う

○地方に住みたい希望の
実現

横断的な目標

○地方への移住・定着の推進

◆ UIJターンによる起業・就業者数、６万人（2019年～2024年） 等

○地方とのつながりの構築
◆ 「関係人口」の創出・拡大に取り組む地方公共団体の数

1,000団体

人口減少に適応した
地域をつくる

人口減少を和らげる

◆：KPIの項目、目標値及び目標年度（目標年度の記載のない項目の目標年度は2024年度）
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１．地方創生の政策の方向（１）

雇用の維持と事業の
継続

～暮らしを支え守る～

経済活動の回復
～地域経済の立て直し～

強靱な経済構造の構築
～危機に強い地域経済～

・雇用の維持と事業の継続 ・交流、賑わいの再活性化

＜感染症への緊急対応＞ ＜感染症克服と経済活性化の両立＞

・結婚・出産・子育ての支援

・感染症の克服と危機に強い地域経済の構築
（地方創生臨時交付金）

・地方への移住・定着の推進
-地方大学の産学連携強化と体制充実
-リモートワーク推進等による移住等の推進

○新たな日常に対応した地域経済の構築と
東京圏への一極集中の是正

○地域経済・生活の再興

○結婚・出産・子育てしやすい環境の整備

・感染症の克服と危機に強い地域経済の構築（地方創生臨時交付金）

○ 新型コロナウイルス感染症により、地域の経済・生活に影響が生じ、また、デジタル化の遅
れなども顕在化している。

○ このため、雇用の維持と事業の継続、経済活動の回復を図るとともに、感染症克服と経済活
性化の両立の視点を取り入れ、デジタル・トランスフォーメーション（DX）を推進しつつ、東京圏への一極
集中、人口減少・少子高齢化という大きな課題に対し、取組を強化する。
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➢デジタル・トランスフォーメーション

１．地方創生の政策の方向（２）

○ 地方における、医療、福祉、教育など社会全体の未来技術の実装を推進することを通じて、
デジタル・トランスフォーメーション（DX）を強力に支援

➢デジタル・トランスフォーメーションの推進に
向けた主要な支援策

キャッシュレス、行政IT化、防災IT化、「コロナ対
応型スーパーシティ」等を推進

５Ｇ等の情報通信基盤の早期整備
５Ｇ基地局や光ファイバ等の情報通信インフラの
整備を地方部と都市部の隔たりなく加速させると
ともに、５Gのユースケース構築・拡大策も一体的
に推進

地方創生推進交付金 Society5.0タイプ

令和2年度よりSociety5.0タイプを新設し、全
国的モデルとなる新たな社会システムづくりを支援

デジタル人材の育成・確保
DXなどにも対応できる民間のデジタル専門人材
の市町村への派遣等を着実に推進

現実世界・
サイバー空間が
シームレスに
「つながる」世界

BD

BD

持続可能な社会

快適な移動
（自動運転）

安心・安全な
社会

生産性向上

IoT

健康の質向上

AI

AI

将来

出典：平成30年版情報通信白書（総務省）
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